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1.  22年3月期の連結業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 70,343 △3.1 961 △45.1 1,204 △39.0 569 △7.0

21年3月期 72,629 1.0 1,752 0.7 1,974 △7.1 613 △37.3

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年3月期 9.57 9.46 1.9 1.9 1.4
21年3月期 10.24 10.17 2.0 3.2 2.4

（参考） 持分法投資損益 22年3月期  10百万円 21年3月期  △48百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 63,121 31,861 47.1 502.03
21年3月期 61,564 31,862 48.3 497.63

（参考） 自己資本   22年3月期  29,719百万円 21年3月期  29,756百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

22年3月期 1,993 △483 △2,755 3,882
21年3月期 1,350 △2,028 1,173 5,130

2.  配当の状況 

（注）23年3月期第2四半期末の配当は5円とする予定です。また期末配当は今後業績動向を見極めつつ検討することとしており、現時点では未定でありま
す。 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年3月期 ― 5.00 ― 5.00 10.00 598 97.7 2.0
22年3月期 ― 5.00 ― 5.00 10.00 595 104.6 2.0

23年3月期 
（予想）

― 5.00 ― ― ― ―

3.  23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

30,000 △2.3 300 ― 450 ― 250 ― 4.22

通期 67,500 △4.0 1,200 24.8 1,400 16.3 700 22.8 11.82
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4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

(注）詳細は、17ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）1株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、33ページ「1株当たり情報」をご覧ください。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期 65,962,988株 21年3月期 65,962,988株

② 期末自己株式数 22年3月期  6,764,513株 21年3月期  6,167,430株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年3月期の個別業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 55,803 0.2 512 △56.1 823 △46.6 436 △22.9

21年3月期 55,714 1.7 1,166 19.6 1,542 13.7 566 △19.5

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

22年3月期 7.31 7.23
21年3月期 9.44 9.37

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 48,085 24,094 49.7 403.32
21年3月期 46,570 24,218 51.7 402.36

（参考） 自己資本 22年3月期  23,908百万円 21年3月期  24,091百万円

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 上記の予想は本資料の発表現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、今後様々な要因によって異なる結果となる
可能性があることをご承知おきください。 
 なお、上記の業績予想に関する事項は、４ページをご覧ください。 
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当連結会計年度におけるわが国経済は、一部に景気の持ち直しが見られたものの、設備投資や個人消

費など、民間需要の回復力は弱く、依然として厳しい状況が続きました。 

 当社グループの事業に大きく関係する情報通信分野においては、「固定通信と移動通信」や「通信と

放送」などサービス面での融合が進展し、光アクセスを活用した次世代ネットワーク（ＮＧＮ）のエリ

ア拡大、携帯電話の不感地帯解消、地域での官民一体となったデジタル・ディバイド解消など、ユビキ

タスネット社会の実現に向けた様々なインフラ整備が進められました。 

 その一方で、通信事業各社における料金、サービス両面での顧客獲得に向けた競争や、公共事業減少

に伴う建設業界内の競争が激しさを増しており、受注環境は非常に厳しいものとなっております。 

 このような事業環境の中、当社グループは①受注拡大とコスト低減、②人材の育成、③グループ事業

運営の効率化、④ＣＳＲ経営、内部統制システム定着の推進といった基本方針の下で事業を推進し、光

関連工事や移動通信工事など通信事業各社からの受注確保に努めた他、官公庁・自治体等からの通信関

連工事や建物内設備工事等の売上拡大に注力しました。 

 その結果、当連結会計年度の業績は、連結受注高は681億83百万円（前期比89.6％）、連結売上高は

703億43百万円（前期比96.9％）、連結営業利益は9億61百万円（前期比54.9％）、連結経常利益は12億

4百万円（前期比61.0％）、連結当期純利益は5億69百万円（前期比93.0％）となりました。 

 なお、事業セグメント別の連結経営成績は次表のとおりです。 

  

【セグメント別の分析】 
 

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析

                             
                 

（単位：百万円）

セ グ メ ン ト
売    上   高 営  業   利   益

当 期 前 期 増 減 増減率(%) 当 期 前 期 増 減 増減率(%)

通 信 建 設 事 業 58,695 59,559 △ 863 △ 1.5 552 1,322 △ 769 △ 58.2

情報サービス事業 3,922 4,469 △ 547 △ 12.2 57 202 △ 144 △ 71.5

住 宅 不 動 産 事 業 1,393 1,701 △ 307 △ 18.1 △ 42 24 △ 66 △ 276.4

リ ー ス 他 事 業 6,331 6,898 △ 566 △ 8.2 340 145 194 133.6

消 去 又 は 全 社 ― ─ ─ ─ 52 58 △ 5 △ 9.4

合      計 70,343 72,629 △ 2,285 △ 3.1 961 1,752 △ 790 △ 45.1
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①通信建設事業 

通信事業会社の光アクセス工事や移動通信関連工事、官公庁・自治体等の建物内電気・通信設備工

事の受注・売上確保に注力した他、管理間接コストの低減にも努めましたが、競争激化に伴う受注価

格低下の影響から売上高・営業利益ともに前期と比べて減少しました。 

  

②情報サービス事業 

景気が低迷するなかで企業等の情報投資抑制の影響を受け、売上高・営業利益ともに前期と比べて

減少しました。 

  

③住宅不動産事業 

市況が冷え込む中、既存の販売用不動産・仕掛不動産を中心に確実な販売に注力しましたが、売上

高・営業利益ともに前期と比べて減少しました。 

  

④リース他事業 

民間の設備投資抑制の影響から、売上高は前期と比べ減少しましたが、通信機器製造事業の在庫調

整が一巡したこともあり、管理間接コストの低減等により、営業利益は前期と比べて増加しました。

  

【次期の見通し】 

情報通信分野では、固定通信・移動通信ともにブロードバンドサービスが拡がりを見せる中、オンデ

マンドの映像配信や電子書籍など、提供されるコンテンツも多様化しており、通信事業各社のサービス

競争も新たな局面を迎えようとしております。 

 当社グループの通信建設事業では、通信事業各社のサービス拡充のためのインフラ整備に期待が持た

れますが、一方で、工事が小規模化傾向にあることや、通信事業各社の競争激化などにより、受注価格

面での厳しさがより一層強まることを予想しております。また、情報サービス事業、住宅不動産事業、

リース他事業においては、景気が先行き不透明な状態にあることから、当面は厳しい環境が続くものと

予想しております。 

 そうした中で当社グループは、全社を挙げて受注・売上の確保と徹底したコスト低減に取り組むこと

とし、次期における業績は以下のとおりとなる見通しであります。 

連 結 売 上 高 連 結 営 業 利 益 連 結 経 常 利 益 連 結 純 利 益

百万円(前期比％) 百万円(前期比％) 百万円(前期比％) 百万円(前期比％)

67,500 (96.0) 1,200 (124.8) 1,400 (116.3) 700 (122.8)
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【セグメント別の売上高見通し】 
 

  

①資産、負債及び純資産の状況 

資産は、前連結会計年度末と比較して、15億56百万円増加し、631億21百万円となりました。主な

増加は受取手形・完成工事未収入金等の増加62億60百万円や、販売用不動産の増加16億91百万円であ

り、主な減少は、未成工事支出金等の減少28億89百万円、現金預金の減少12億66百万円や、仕掛販売

用不動産の減少12億45百万円であります。 

 負債は、前連結会計年度末と比較して、15億57百万円増加し、312億59百万円となりました。主な

増加は支払手形・工事未払金等の増加45億47百万円や、長期借入金の増加2億49百万円であり、主な

減少は、短期借入金の減少22億96百万円や、賞与引当金の減少1億79百万円であります。 

 純資産は、前連結会計年度末（少数株主持分を含む）とほぼ同額の318億61百万となりました。 

 以上の結果、自己資本比率は前連結会計年度末の48.3％から47.1％となりました。 

  

②キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に

比べ12億48百万円減少し、38億82百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況は次のとおりで

あります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益11億63百

万円の計上、仕入債務の増加45億26百万円、たな卸資産の減少25億13百万円及び減価償却費14億38百

万円による資金の増加要因と売上債権の増加62億81百万円、長期未払金の減少3億86百万円及び法人

税等の支払額3億55百万円による資金の減少要因により、19億93百万円の資金増加（前連結会計年度

13億50百万円の資金増加）となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の解約、貸付金の回収に

よる収入がありましたが、定期預金の預入・有形固定資産の取得等により、4億83百万円の資金減少

（前連結会計年度20億28百万円の資金減少）となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済及び自己株式の取得

等により、27億55百万円の資金減少（前連結会計年度11億73百万円の資金増加）となりました。 

                             
                 

（単位：百万円）

セ グ メ ン ト
売  上  高

上 期 （前期比％） 下 期 （前期比％） 通 期 （前期比％）

通 信 建 設 事 業 24,500 96.7 31,000 92.9 55,500 94.6

情報サービス事業 1,800 97.6 2,200 105.9 4,000 102.0

住 宅 不 動 産 事 業 800 138.0 1,100 135.1 1,900 136.3

リ ー ス 他 事 業 2,900 97.9 3,200 95.0 6,100 96.3

合      計 30,000 97.7 37,500 94.6 67,500 96.0

(2) 財政状態に関する分析
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(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  

 
 ※ 自己資本比率 ・・・・・・・・・・・・・・・（純資産－新株予約権－少数株主持分）／総資産  

   時価ベースの自己資本比率 ・・・・・・・・・株式時価総額／総資産  

   キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ・・・・有利子負債／営業キャッシュ・フロー  

     インタレスト・ガバレッジ・レシオ ・・・・・ 営業キャッシュ・フロー／利払い  

     １．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。  

     ２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式数控除後）により算出しております。  

     ３．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用して 

    おります。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象 

       としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しておりま 

       す。  

     ４．平成１９年３月期のキャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオは、 

    営業キャッシュ・フローがマイナスのため記載しておりません。 

  

当社グループは、徹底した効率化の推進ならびに財務体質のさらなる向上によって、安定した配当政

策を継続していく所存であります。  

 また、内部留保資金につきましては、長期にわたる安定的な経営基盤の確保のため、適正な運用に努

めてまいります。 

 当期の配当につきましては、当初予定のとおり１株当たり１０円とさせていただく所存であります。

（中間配当１株当たり５円含む） 

 次期の配当につきましては、今後の経営環境が不透明であることなどから、中間は５円、期末につい

ては現時点では未定とし、業績動向等を総合的に勘案し、あらためてお知らせいたします。 

  

【特定の得意先との取引について】 

当社グループは、通信建設事業を主な事業としており、ＮＴＴグループを始めとする通信事業者各社

との安定的な取引を継続しておりますが、これら各社の売上高に占める割合が高く、通信事業者各社の

設備投資動向や技術革新によっては当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

【ＣＳＲについて】 

当社グループは、人身事故ゼロ・設備事故ゼロ・情報漏洩ゼロの企業理念を基本として、安全衛生や

品質のマネジメントシステムを導入し、お客様の満足のために信頼の技術と品質を提供することとして

おりますが、重大な事故等不測の事態を発生させた場合は、社会的に大きな影響を与えるとともに、営

業活動に制約を受け、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

平成18年３月期 平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期 平成22年３月期

自己資本比率(%) 47.8 49.1 48.7 48.3 47.1

時価ベースの自己資本比率(%) 51.6 41.5 26.3 26.8 27.2

キャッシュ・フロー対有利子 
負債比率(年）

3.5 ― 7.0 10.8 6.3

インタレスト・カバレッジ・ 
レシオ(倍)

17.6 ― 11.5 8.3 13.7

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

(4) 事業等のリスク
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 当企業集団は、日本電話施設株式会社（当社）および子会社２８社（うち連結子会社２２社）、関連会社

７社（うち持分法適用会社５社）で構成されており、電気通信設備、電気設備等の通信建設事業を中心に、

情報システムの開発・運用・保守、ネットワークのコンサルティング・運用・保守等の情報サービス事業、

不動産の売買、交換、賃貸借、管理および鑑定評価等に関する住宅不動産事業およびリース・レンタル事

業、半導体製造装置等の設置・保守サービス、人材派遣事業等のリース他事業の事業活動を展開しておりま

す。  

  事業の内容と当社および子会社、関連会社の当該事業における位置づけならびに事業の種類別セグメント

との関連は、次のとおりであります。  

2. 企業集団の状況

事業の種類 主な事業の内容 関連する会社

通 信 建 設 ・電気通信設備工事   当社

事   業 ・電気設備工事 【連結子会社 １５社】

・一般土木工事   愛知エヌディエス工事㈱、名和通信建設㈱、北東通信建

・その他建設工事全般   設㈱、エヌディエス大協㈱、大日通信建設㈱、静岡エヌ

  ディエス工事㈱、東邦工事㈱、浜松エヌディエス工事㈱、

  浜松通信施設㈱、岐阜エヌディエス工事㈱、三重エヌデ

 ィエス工事㈱、三通建設工事㈱、みつぼしテクノ㈱、日

 本技建㈱、㈱ＮＮＫ

【非連結子会社 ５社】

  三星サンワ㈱、㈱福井サンワ、㈱丸栄サンワ、㈲三通シス
 テム、㈱太田工事
【持分法適用関連会社 ３社】

  名古屋電話工事㈱、日本協同建設㈱、布目電話工業㈱、

【持分法非適用関連会社 １社】

  エヌディエス名通エンジニアリング㈱

情報サービス ・情報システムの開発・ 【連結子会社 ３社】

事   業   運用・保守  ＮＤＳインフォス㈱

・ネットワークのコン   ㈱エヌサイト

  サルティング・運 
  用・保守   等  

  ㈱アイコス・コーポレーション

   

 

住宅不動産 ・不動産の売買・交換・   当社

事   業   賃貸借 【連結子会社 １社】

・不動産の管理、鑑定評   エヌディエスメンテ㈱

  価およびコンサルテ 
  ィング業務  等  

【持分法非適用関連会社 １社】

     ㈱ＲＣハウジング

リ ー ス 他 ・リース・レンタル事業   当社

事     業 ・通信機器の製造・ 
 販売・修理

【連結子会社 ３社】

・ＯＡ機器の販売   ㈱エヌディエスリース

・半導体製造装置等の設  エヌディエスソリューション㈱

 置・保守サービス   東名通信工業㈱

・人材派遣事業 【非連結子会社 １社】

・通信資材の販売・輸送    ㈱東豊警備

・ＶＯＤソリューション 【持分法適用関連会社 ２社】

 事業      等    ㈱東海通信資材サービス

   ブリッジ・モーション・トゥモロー㈱
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当社グループは「すべてのお客様の満足のために、情熱をもって信頼の技術と品質を提供する」こと

を企業理念として、最大の強みである情報通信ネットワーク構築技術を活かした事業展開と、常にお客

様の視点に立ったサービスを提供することで、豊かな情報通信社会の実現に貢献していくことを経営の

基本方針としております。 

  

当社グループは、企業価値向上のため、自己資本当期純利益率（ＲＯＥ）、売上高営業利益率を重視

し、その向上に努めてまいります。また、併せてキャッシュ・フローも重視してまいります。 

  

当社グループは、「お客様に感動いただけるソリューション＆エンジニアリング企業グループ」を目

指し、常に変化する経営環境、市場動向に的確に対応するため、『変革・挑戦・連携』を推進しながら

事業運営をすすめてまいります。具体的には、 

・すべてのお客様へのベストパートナーとしての貢献 

・中核事業であるエンジニアリング事業の更なる拡大による業績向上 

・グループ内の連携による経営資源の最大限活用 

・社会から信頼される企業グループの具現化 

を基本戦略として掲げ、グループ全体でこれに取り組んでまいります。 

  

当社グループを取り巻く経営環境は、国内の景況が次第に回復すると見込まれるものの、企業の設備

投資や個人消費の動向については、依然不透明で慎重な動きが続くものと思われます。 

 情報通信分野におきましては、今後もユビキタス化の進展に向けたインフラ整備や、サービスの多様

化・高度化が進められることが予想される一方で、主要な取引先である通信事業各社での料金、サービ

ス両面での競争激化により、当社グループにとって受注価格面での厳しさは一層増すものと思われま

す。 

 このような事業環境の中、当社グループは「お客様に感動いただけるソリューション＆エンジニアリ

ング企業グループ」として持続的に成長できる企業グループとなるため、「受注拡大」「徹底したコス

ト低減」「事業運営効率化」「人材の育成」等の取り組みを推進してまいります。 

 また、安全・品質への取り組み、ＣＳＲ経営および内部統制システム定着の推進につきましても継続

的に注力してまいります。 

3. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 目標とする経営指標

(3) 中長期的な会社の経営戦略

(4) 会社の対処すべき課題
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4.【連結財務諸表】

(1)【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,621 4,355

受取手形・完成工事未収入金等 17,876 24,137

リース債権及びリース投資資産 2,159 2,253

有価証券 ※２ 115 40

未成工事支出金 3,118 228

仕掛品 108 16

仕掛販売用不動産 1,564 318

販売用不動産 187 1,879

商品 97 93

材料貯蔵品 763 788

繰延税金資産 812 650

その他 636 412

貸倒引当金 △43 △96

流動資産合計 33,017 35,077

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 5,039 4,804

機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 2,717 2,483

土地 8,633 8,628

貸与資産（純額） 333 191

有形固定資産合計 ※２, ※４ 16,725 ※２, ※４ 16,107

無形固定資産 664 753

投資その他の資産

投資有価証券 ※１ 8,072 ※１ 8,227

長期貸付金 209 141

繰延税金資産 1,697 1,569

その他 ※１ 1,280 ※１, ※２ 1,394

貸倒引当金 △102 △149

投資その他の資産合計 11,157 11,182

固定資産合計 28,547 28,043

資産合計 61,564 63,121
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 4,843 9,391

短期借入金 ※２ 8,110 ※２ 5,813

リース債務 2 32

未払法人税等 256 305

未成工事受入金 159 204

賞与引当金 1,550 1,371

役員賞与引当金 36 30

工事損失引当金 94 14

その他 2,093 1,553

流動負債合計 17,147 18,718

固定負債

長期借入金 ※２ 6,516 ※２ 6,766

リース債務 9 37

退職給付引当金 4,258 4,299

役員退職慰労引当金 349 396

その他 1,420 1,041

固定負債合計 12,554 12,541

負債合計 29,702 31,259

純資産の部

株主資本

資本金 5,676 5,676

資本剰余金 4,425 4,425

利益剰余金 21,053 21,021

自己株式 △2,062 △2,208

株主資本合計 29,092 28,914

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 663 805

評価・換算差額等合計 663 805

新株予約権 126 186

少数株主持分 1,979 1,956

純資産合計 31,862 31,861

負債純資産合計 61,564 63,121
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(2)【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

売上高

完成工事高 59,574 58,722

兼業事業売上高 13,055 11,621

売上高合計 72,629 70,343

売上原価

完成工事原価 52,855 ※５ 53,064

兼業事業売上原価 11,255 10,009

売上原価合計 64,110 63,074

売上総利益

完成工事総利益 6,718 5,657

兼業事業総利益 1,800 1,611

売上総利益合計 8,519 7,269

販売費及び一般管理費 ※１ 6,766 ※１ 6,307

営業利益 1,752 961

営業外収益

受取利息 66 40

受取配当金 174 154

受取賃貸料 71 82

持分法による投資利益 － 10

その他 228 224

営業外収益合計 540 512

営業外費用

支払利息 163 145

支払手数料 42 2

賃貸費用 － 58

持分法による投資損失 48 －

その他 63 63

営業外費用合計 318 269

経常利益 1,974 1,204

特別利益

前期損益修正益 7 4

固定資産売却益 ※２ 2 ※２ 2

投資有価証券売却益 6 －

貸倒引当金戻入額 13 8

退職給付引当金戻入額 1 －

工事契約会計基準の適用に伴う影響額 － ※４ 112

その他 0 3

特別利益合計 32 130

特別損失

前期損益修正損 10 19

固定資産処分損 ※３ 290 ※３ 12

投資有価証券評価損 347 94

ゴルフ会員権評価損 － 29

その他 14 13

特別損失合計 662 170
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

税金等調整前当期純利益 1,344 1,163

法人税、住民税及び事業税 400 383

法人税等調整額 357 214

法人税等合計 757 598

少数株主損失（△） △26 △4

当期純利益 613 569
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(3)【連結株主資本等変動計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 5,676 5,676

当期末残高 5,676 5,676

資本剰余金

前期末残高 4,425 4,425

当期末残高 4,425 4,425

利益剰余金

前期末残高 21,081 21,053

当期変動額

剰余金の配当 △601 △598

当期純利益 613 569

持分法の適用範囲の変動 △34 －

連結範囲の変動 4 －

自己株式の処分 △9 △3

当期変動額合計 △28 △31

当期末残高 21,053 21,021

自己株式

前期末残高 △1,938 △2,062

当期変動額

自己株式の取得 △176 △164

自己株式の処分 52 18

当期変動額合計 △123 △146

当期末残高 △2,062 △2,208

株主資本合計

前期末残高 29,244 29,092

当期変動額

剰余金の配当 △601 △598

当期純利益 613 569

持分法の適用範囲の変動 △34 －

連結範囲の変動 4 －

自己株式の取得 △176 △164

自己株式の処分 42 14

当期変動額合計 △152 △178

当期末残高 29,092 28,914
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 1,409 663

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△746 141

当期変動額合計 △746 141

当期末残高 663 805

評価・換算差額等合計

前期末残高 1,409 663

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△746 141

当期変動額合計 △746 141

当期末残高 663 805

新株予約権

前期末残高 91 126

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 35 59

当期変動額合計 35 59

当期末残高 126 186

少数株主持分

前期末残高 2,039 1,979

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △60 △23

当期変動額合計 △60 △23

当期末残高 1,979 1,956

純資産合計

前期末残高 32,785 31,862

当期変動額

剰余金の配当 △601 △598

当期純利益 613 569

持分法の適用範囲の変動 △34 －

連結範囲の変動 4 －

自己株式の取得 △176 △164

自己株式の処分 42 14

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △770 178

当期変動額合計 △922 △0

当期末残高 31,862 31,861
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(4)【連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 1,344 1,163

減価償却費 1,859 1,438

退職給付引当金の増減額（△は減少） △351 40

賞与引当金の増減額（△は減少） 72 △179

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 5 △36

工事損失引当金の増減額（△は減少） 73 △79

貸倒引当金の増減額（△は減少） 27 100

受取利息及び受取配当金 △240 △195

支払利息 163 145

為替差損益（△は益） 1 2

持分法による投資損益（△は益） 48 △10

固定資産売却損益（△は益） △2 △2

固定資産処分損益（△は益） 290 12

売上債権の増減額（△は増加） △1,125 △6,281

たな卸資産の増減額（△は増加） 790 2,513

仕入債務の増減額（△は減少） △289 4,526

長期未払金の増減額（△は減少） △471 △386

その他 △809 △477

小計 1,388 2,296

利息及び配当金の受取額 244 200

利息の支払額 △162 △147

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △120 △355

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,350 1,993

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △346 △247

定期預金の払戻による収入 230 365

有価証券の取得による支出 － △100

有価証券の売却による収入 － 100

有形固定資産の取得による支出 △1,140 △514

有形固定資産の売却による収入 22 19

投資有価証券の取得による支出 △321 △107

投資有価証券の売却及び償還による収入 106 146

貸付けによる支出 △604 △204

貸付金の回収による収入 549 455

その他 △525 △395

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,028 △483

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,578 △1,900

長期借入れによる収入 4,347 3,070

長期借入金の返済による支出 △4,992 △3,216

自己株式の取得による支出 △175 △164

配当金の支払額 △601 △598

少数株主への配当金の支払額 △24 △19

その他 42 73

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,173 △2,755

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1 △2

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 494 △1,248

現金及び現金同等物の期首残高 4,636 5,130

現金及び現金同等物の期末残高 5,130 3,882
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該当事項はありません。 

(5)【継続企業の前提に関する注記】

(6)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目 前連結会計年度 当連結会計年度

１ 連結の範囲に関する

事項

(1) 連結子会社数    22社 

連結子会社名の名称 

愛知エヌディエス工事㈱、エヌディエ

ス大協㈱、静岡エヌディエス工事㈱、

浜松エヌディエス工事㈱、岐阜エヌデ

ィエス工事㈱、三重エヌディエス工事

㈱、日本技建㈱、㈱ＮＮＫ、㈱エヌデ

ィエスリース、エヌディエスソリュー

ション㈱、エヌディエスメンテ㈱、㈱

アイコス・コーポレーション、みつぼ

しテクノ㈱、大日通信建設㈱、三通建

設工事㈱、名和通信建設㈱、東邦工事

㈱、北東通信建設㈱、東名通信工業

㈱、浜松通信施設㈱、㈱エヌサイト、

ＮＤＳインフォス㈱ 

 従来、連結子会社であった新和通信㈱

は、保有株式の売却に伴い当連結会計

年度より連結の範囲から除外しており

ます。 

(1) 連結子会社数    22社 

連結子会社名の名称 

愛知エヌディエス工事㈱、エヌディエ

ス大協㈱、静岡エヌディエス工事㈱、

浜松エヌディエス工事㈱、岐阜エヌデ

ィエス工事㈱、三重エヌディエス工事

㈱、日本技建㈱、㈱ＮＮＫ、㈱エヌデ

ィエスリース、エヌディエスソリュー

ション㈱、エヌディエスメンテ㈱、㈱

アイコス・コーポレーション、みつぼ

しテクノ㈱、大日通信建設㈱、三通建

設工事㈱、名和通信建設㈱、東邦工事

㈱、北東通信建設㈱、東名通信工業

㈱、浜松通信施設㈱、㈱エヌサイト、

ＮＤＳインフォス㈱

(2) 非連結子会社の名称等

  非連結子会社の名称

   三星サンワ㈱、㈱福井サンワ、

㈱丸栄サンワ、㈲三通システム、

  ㈱太田工事、㈱東豊警備

(2) 非連結子会社の名称等

  非連結子会社の名称

   三星サンワ㈱、㈱福井サンワ、

㈱丸栄サンワ、㈲三通システム、

  ㈱太田工事、㈱東豊警備

  連結の範囲から除いた理由

   非連結子会社６社は、いずれも

小規模会社であり、合計の総資

産、売上高、当期純損益(持分に見

合う額)及び利益剰余金(持分に見

合う額)等は、いずれも連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしていない

ため、連結の範囲から除いており

ます。

  連結の範囲から除いた理由

   非連結子会社６社は、いずれも

小規模会社であり、合計の総資

産、売上高、当期純損益(持分に見

合う額)及び利益剰余金(持分に見

合う額)等は、いずれも連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしていない

ため、連結の範囲から除いており

ます。
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項目 前連結会計年度 当連結会計年度

２ 持分法の適用に関す

る事項

(1) 持分法を適用した関連会社数５社

  会社の名称

   ㈱東海通信資材サービス、名古

屋電話工事㈱、日本協同建設㈱、

布目電話工業㈱、ブリッジ・モー

ション・トゥモロー㈱ 

 従来、持分法を適用していた三

和建設㈱は、破産手続きを開始し

たことにより持分法適用の範囲か

ら除外し、持分法適用の範囲から

除外していたブリッジ・モーショ

ン・トゥモロー㈱は、重要性が増

したことにより当連結会計年度よ

り持分法を適用しております。

(1) 持分法を適用した関連会社数５社

  会社の名称

   ㈱東海通信資材サービス、名古

屋電話工事㈱、日本協同建設㈱、

布目電話工業㈱、ブリッジ・モー

ション・トゥモロー㈱

(2) 持分法を適用しない非連結子会社

及び関連会社

  非連結子会社

   三星サンワ㈱、㈱福井サンワ、

㈱丸栄サンワ、㈲三通システム、

㈱太田工事、㈱東豊警備

(2) 持分法を適用しない非連結子会社

及び関連会社

  非連結子会社

   三星サンワ㈱、㈱福井サンワ、

㈱丸栄サンワ、㈲三通システム、

㈱太田工事、㈱東豊警備

  関連会社

   エヌディエス名通エンジニアリ

ング㈱、㈱エヌディエスオオイワ 

  

 

 

  持分法を適用しない理由

   上記の持分法非適用の非連結子

会社及び関連会社は、それぞれ当

期純損益及び利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ、全体

としても重要性がないため、持分

法の適用から除外しております。

  関連会社

   エヌディエス名通エンジニアリ

ング㈱、㈱ＲＣハウジング

   ㈱ＲＣハウジングは平成21年５

月８日付で㈱エヌディエスオオイワ

より社名を変更しております。 

  持分法を適用しない理由

    上記の持分法非適用の非連結子

会社及び関連会社は、それぞれ当

期純損益及び利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ、全体

としても重要性がないため、持分

法の適用から除外しております。  

３ 連結子会社の事業年

度等に関する事項

   連結子会社の事業年度末日と連

結決算日は一致しております。

   同左
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項目 前連結会計年度 当連結会計年度

４ 会計処理基準に関す

る事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

 ① 有価証券

   その他有価証券

    時価のあるもの

    …決算期末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は全部

純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定)

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

 ① 有価証券

   その他有価証券

    時価のあるもの

    …同左

    時価のないもの

    …移動平均法による原価法

    時価のないもの

    …同左

 ② たな卸資産

     未成工事支出金

    個別法による原価法

    仕掛品

個別法による原価法（収益性の

低下による簿価切下げの方法に

より算定）

     商品

移動平均法による原価法（収益

性の低下による簿価切下げの方

法により算定）

     材料貯蔵品

主として移動平均法による原価

法（収益性の低下による簿価切

下げの方法により算定）

     仕掛販売用不動産

個別法による原価法（収益性の

低下による簿価切下げの方法に

より算定）

     販売用不動産

個別法による原価法（収益性の

低下による簿価切下げの方法に

より算定）

（会計方針の変更）

当連結会計年度から「棚卸資産の

評価に関する会計基準」（企業会計

基準委員会 平成18年７月５日 企

業会計基準第９号）を適用し、評価

基準については原価法から原価法

（収益性の低下による簿価切下げの

方法）に変更しております。 

 この結果、従来の方法と比較し

て、営業利益、経常利益及び税金等

調整前当期純利益がそれぞれ28百万

円減少しております。 

 また、セグメント情報に与える影

響は当該箇所に記載しております。

 ② たな卸資産

     未成工事支出金 

    同左

     仕掛品

同左 

  

 

     商品

同左 

  

 

     材料貯蔵品

同左 

  

 

     仕掛販売用不動産

 同左 

  

 

     販売用不動産

 同左 

  

 

──────────
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項目 前連結会計年度 当連結会計年度

 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

 ① 有形固定資産（リース資産及び

貸与資産を除く）

   定率法。

   なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。

建物・構築物 ３年～50年

   ただし、貸与資産はリース期間

を耐用年数とし、リース期間満了

時の見積処分価額を残存価額とす

る定額法。  

  

(会計方針の変更)  

 法人税法の改正（(所得税法等の

一部を改正する法律 平成19年３

月30日 法律第６号)及び(法人税

法施行令の一部を改正する政令

平成19年３月30日 政令第83号)）

に伴い、平成19年４月１日以降に

取得したものについては、改正後

の法人税法に基づく方法に変更し

ております。 

 当該変更に伴う損益に与える影

響は軽微であります。 

  

(追加情報)  

 なお、平成19年３月31日以前に

取得したものについては、償却可

能限度額まで償却が終了した翌年

から５年間で均等償却する方法に

よっております。  

 当該変更に伴う損益に与える影

響は軽微であります。  

 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

 ① 有形固定資産（リース資産及び

貸与資産を除く）         

    同左   

   なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。   

建物・構築物 ３～50年

  

 

  

 

  

──────────

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

──────────

 ② リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法

 ③ 貸与資産

 リース期間を耐用年数とし、残存

価格をリース期間満了時の見積処分

価額とする定額法 

 ④ 無形固定資産

   定額法。ただし、自社利用のソ

フトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間(５年)に基づく

定額法。

 ② リース資産

  所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産 

 同左 

 

 ③ 貸与資産

   同左 

  

 

 ④ 無形固定資産

   同左
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項目 前連結会計年度 当連結会計年度

(3) 重要な引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

   債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

   同左

 ② 賞与引当金

   従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額に

基づき計上しております。

 ② 賞与引当金

   同左

 ③ 役員賞与引当金 

 役員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基

づき計上しております。

 ③ 役員賞与引当金 

 同左 

  

 

 ④ 工事損失引当金 

 当連結会計年度末未成工事のう

ち、損失の発生が見込まれるもの

について、将来の損失に備えるた

め、その損失見込額を計上してお

ります。

 ④ 工事損失引当金 

 同左

 ⑤ 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当連結会計年度末に発

生していると認められる額を計上

しております。 

 過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定率法

により費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会

計年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年

数（12年）による定額法によりそ

れぞれ発生の翌連結会計年度から

費用処理しております。

 ⑤ 退職給付引当金

   同左

 ⑥ 役員退職慰労引当金

   連結子会社において、役員の退

職慰労金の支給に充てるため、内

規に基づく期末要支給額を計上し

ております。

 ⑥ 役員退職慰労引当金

   同左
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項目 前連結会計年度 当連結会計年度

(4) 完成工事高の計上基準

  完成工事高の計上は、工事完成基

準によっておりますが、長期大型(工

期１年以上、請負金額４億円以上)の

工事については、工事進行基準によ

っております。なお、当連結会計年

度において工事進行基準による完成

工事高は80百万円であります。

(4) 完成工事高の計上基準

 完成工事高の計上は、当連結会計

年度末までの進捗部分について成果

の確実性が認められる工事契約につ

いては工事進行基準を適用し、その

他の工事契約については、工事完成

基準を適用しております。なお、工

事進行基準における進捗度の見積り

は、主として原価比例法によってお

ります。

(5)ファイナンス・リース取引に係る収

益計上基準

 リース料受取時に売上高と売上原

価を計上する方法によっておりま

す。

(5)ファイナンス・リース取引に係る収

益計上基準 

同左

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

  特例処理の要件を満たす金利スワ

ップ取引については、特例処理を採

用しております。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

 特例処理の要件を満たす金利スワッ

プ取引については、特例処理を採用し

ております。また、一体処理（特例処

理・振当処理）の要件を満たす金利通

貨スワップについては、一体処理を採

用しております。

(7) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項 

消費税等の会計処理 

    税抜方式

(7) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項 

消費税等の会計処理 

 同左

５ 連結子会社の資産及

び負債の評価に関す

る事項

 連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用して

おります。

  同左

６ のれん及び負ののれ

んの償却に関する事

項

 のれん及び負ののれんの償却について

は、５年間の均等償却を行っておりま

す。

  同左

７ 連結キャッシュ・フ

ロー計算書における

資金の範囲

 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっておりま

す。

  同左
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(7)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

【会計方針の変更】

前連結会計年度 当連結会計年度

（リース取引に関する会計基準等）

当連結会計年度から「リース取引に関する会計基準」

（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業審議

会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リー

ス取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士

協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））

を適用しております。 

 当該変更に伴う損益に与える影響は軽微でありま

す。

──────────

────────── (工事契約に関する会計基準の変更) 

  請負工事に係る収益の計上基準については、従来、

長期大型工事（工期１年以上、請負金額４億円以上）

について工事進行基準を、その他の工事については工

事完成基準を適用しておりましたが、当連結会計年度

から「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第

15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号

平成19年12月27日）を適用し、期首に存在する工事契

約を含む全ての工事契約において期末までの進捗部分

について成果の確実性が認められる工事については工

事進行基準（工事進捗率の見積りは主として原価比例

法）を、その他の工事については工事完成基準を適用

しております。 

 これにより、従来の方法によった場合に比べ、完成

工事高は1,075百万円増加し、営業利益及び経常利益が

152百万円増加し、税金等調整前当期純利益が264百万

円増加しております。

────────── (退職給付に係る会計基準の一部改正（その３）の適用)

  当連結会計年度から「退職給付に係る会計基準」の

一部改正（その３）（企業会計基準第19号 平成20年

７月31日）を適用しております。 

 当該変更に伴う損益に与える影響はありません。
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【表示方法の変更】

前連結会計年度 当連結会計年度

（連結貸借対照表）

 従来、「リース資産」は貸し手側の資産として開示

していたが、当連結会計年度から「リース取引に関す

る会計基準」（企業会計基準第13号）を適用したこと

に伴い、借り手側の資産として開示することが要請さ

れることになり、同じ勘定科目を異なった目的で開示

するおそれが生じました。これに対応するため、当連

結会計年度から貸し手側の資産については「貸与資

産」に変更することとし、前連結会計年度についても

「貸与資産」に変更しております。

同左

────────── （連結損益計算書）

１． 前連結会計年度において営業外収益「その他」

に含めて表示しておりました「賃貸費用」（前連

結会計年度16百万円）は、営業外費用の総額の100

分の10を超えることとなったため、当連結会計年

度において区分掲記することといたしました。

２． 前連結会計年度において特別損失「その他」に

含めて表示しておりました「ゴルフ会員権評価

損」（前年連結会計年度7百万円）は、特別損失の

総額の100分の10を超えることとなったため、当連

結会計年度において区分掲記することといたしま

した。
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(8)【連結財務諸表に関する注記事項】

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度 当連結会計年度

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。

投資有価証券(株式) 1,206百万円

その他（出資金） 5

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次

のとおりであります。

投資有価証券(株式) 1,209百万円

その他（出資金） 5

 

 

※２ 担保提供資産

建物 240百万円

土地 1,841

担保対応債務

長期借入金 1,042百万円

短期借入金 1,843

上記の他、営業保証金の代用として有価証券15百

万円を供託しております。

 

 

※２ 担保提供資産

建物 226百万円

土地 1,841

担保対応債務

長期借入金 969百万円

短期借入金 1,677

 ３ 保証債務

   以下の借入に対し、債務の保証を行っておりま

す。

社員の住宅資金等の借入につい
て保証を行っております。

5百万円

 ３ 保証債務

   以下の借入に対し、債務の保証を行っておりま

す。

社員の住宅資金の借入について保
証を行っております。

3百万円

※４ 減価償却累計額

14,781百万円

※４ 減価償却累計額

15,580百万円
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(連結損益計算書関係)

前連結会計年度 当連結会計年度

 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。

従業員給料手当 2,452百万円

貸倒引当金繰入額 37

賞与引当金繰入額 259

退職給付費用 395

役員退職慰労引当金繰入額 79

役員賞与引当金繰入額 36

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。

従業員給料手当 2,345百万円

貸倒引当金繰入額 93

賞与引当金繰入額 209

退職給付費用 423

役員退職慰労引当金繰入額 76

役員賞与引当金繰入額 30

役員報酬および給料手当 712

※２ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりでありま

す。

土地 0百万円

機械・運搬具・工具器具備品 2

計 2  

※２ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりでありま

す。

機械・運搬具・工具器具備品 2百万円

※３ 固定資産処分損の内訳は、次のとおりでありま

す。

建物・構築物 37百万円

機械・運搬具・工具器具備品 6

無形固定資産 245

計 290
 

※３ 固定資産処分損の内訳は、次のとおりでありま

す。

建物・構築物 10百万円

機械・運搬具・工具器具備品 2

計 12

────────── ※４ 工事契約会計基準の適用に伴う影響額は「工事契

約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成

19年12月27日）第25項に基づき、平成21年４月１日

時点で存在するすべての工事契約について同会計基

準を適用したことによる過年度の工事の進捗に見合

う利益であります。なお、過年度の工事進捗に対応

する工事収益の額及び工事原価の額は、それぞれ

2,917百万円及び2,804百万円であります。

────────── ※５ 売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額 

                  14百万円
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（注）普通株式の自己株式数の増加606千株は、取締役会決議による自己株式取得による増加562千株、単元未満株式

の買取による増加43千株等であります。  

普通株式の自己株式の減少155千株は、新株予約権等の行使による減少140千株、単元未満株式の売渡しによる

減少15千株であります。 

  

 
  

 
  

(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日）

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

 発行済株式

 普通株式(千株) 65,962 ─ ─ 65,962

 自己株式

 普通株式(千株)（注） 5,716 606 155 6,167

２ 新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
 株式の種類

目的となる株式の数(株） 当連結会計
 年度末残高
 （百万円）

前連結
 会計年度末

増加 減少
当連結 

 会計年度末

提出会社
ストック・オプショ
ンとしての新株予約
権

─ ─ ─ ─ ― 126

３ 配当に関する事項

 (1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
 （百万円）

１株当たり配当額
 （円）

基準日 効力発生日

平成20年６月27日 
 定時株主総会

普通株式 301 5 平成20年３月31日 平成20年６月30日

平成20年11月14日 
取締役会

普通株式 299 5 平成20年９月30日 平成20年12月８日

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
 （百万円）

１株当たり
 配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年6月26日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 299 5 平成21年3月31日 平成21年6月29日
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（注）普通株式の自己株式数の増加651千株は、取締役会決議による自己株式取得による増加628千株、単元未満株式

の買取による増加22千株等であります。  

普通株式の自己株式の減少54千株は、新株予約権等の行使による減少51千株、単元未満株式の売渡しによる減

少3千株であります。 

  

 
  

 
  

 
  

当連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日）

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

 発行済株式

 普通株式(千株) 65,962 ─ ─ 65,962

 自己株式

 普通株式(千株)（注） 6,167 651 54 6,764

２ 新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
 株式の種類

目的となる株式の数(株） 当連結会計
 年度末残高
 （百万円）

前連結
 会計年度末

増加 減少
当連結 

 会計年度末

提出会社
ストック・オプショ
ンとしての新株予約
権

─ ─ ─ ─ ― 186

３ 配当に関する事項

 (1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
 （百万円）

１株当たり配当額
 （円）

基準日 効力発生日

平成21年６月26日 
 定時株主総会

普通株式 299 5 平成21年3月31日 平成21年６月29日

平成21年11月13日 
取締役会

普通株式 299 5 平成21年9月30日 平成21年12月７日

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
 （百万円）

１株当たり
 配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月25日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 296 5 平成22年3月31日 平成22年６月28日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度 当連結会計年度

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 5,621百万円

有価証券勘定 115

計 5,736

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△490

公社債投資信託及びＭＭＦ以外
の有価証券

△ 115

現金及び現金同等物 5,130

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 4,355百万円

有価証券勘定 40

計 4,395

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△473

公社債投資信託及びＭＭＦ以外
の有価証券

△40

現金及び現金同等物 3,882
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(注) １ 事業区分の方法 

事業区分の方法は、連結損益計算書の売上集計区分を勘案しております。 

２ 各事業区分に属する主要な内容 

(1) 通信建設事業………電気通信設備工事、電気設備工事、一般土木工事、その他建設工事全般に関する事業

(2) 情報サービス事業…情報システムの開発、運用、保守及びネットワークのコンサルティングに関する事業

(3) 住宅不動産事業……マンション・戸建分譲販売、ビル管理、不動産賃貸および不動産取引に関する事業 

(4) リース他事業………リース・レンタルに関する事業、半導体製造装置等の設置・保守サービス及び通信機

器・ＯＡ機器の製造・販売他 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（16,034百万円）の主なものは、提出会社での余裕運用

資金(現金預金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

４ 会計処理の変更 

（棚卸資産の評価に関する会計基準の変更）   

 「会計方針の変更」に記載のとおり、当連結会計年度から「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会

計基準第９号 平成18年７月５日 公表分）を適用しております。 

 この結果、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年度の営業費用は、通信建設事業が12百万円、

住宅不動産事業が0百万円、リース他事業が14百万円増加し、営業利益は同額減少しております。 

  

  （リース取引に関する会計基準の適用） 

 「会計方針の変更」に記載のとおり、当連結会計年度から「リース取引に関する会計基準」（企業会計基

準第13号 平成19年３月30日）を適用しております。 

 当該変更に伴う各セグメントの損益に与える影響は軽微であります。 

  

(セグメント情報)

１ 事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)

通信建設 
事業 

(百万円)

情報
サービス 
事業 

(百万円)

住宅不動産
事業 

(百万円)

リース他
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

(1) 外部顧客に対する
売上高

59,559 4,469 1,701 6,898 72,629 ─ 72,629

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

14 0 0 1,810 1,826 △ 1,826 ─

計 59,574 4,469 1,702 8,709 74,455 △ 1,826 72,629

営業費用 58,252 4,267 1,678 8,563 72,761 △ 1,884 70,877

営業利益 1,322 202 24 145 1,694 58 1,752

Ⅱ 資産、減価償却費、減
損損失及び資本的支出

資産 33,327 1,539 4,695 8,666 48,229 13,334 61,564

減価償却費 724 21 69 885 1,701 157 1,859

減損損失 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

資本的支出 871 40 13 1,057 254 1,180 1,367
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(注) １ 事業区分の方法 

事業区分の方法は、連結損益計算書の売上集計区分を勘案しております。 

２ 各事業区分に属する主要な内容 

(1) 通信建設事業………電気通信設備工事、電気設備工事、一般土木工事、その他建設工事全般に関する事業

(2) 情報サービス事業…情報システムの開発、運用、保守及びネットワークのコンサルティングに関する事業

(3) 住宅不動産事業……マンション・戸建分譲販売、ビル管理、不動産賃貸および不動産取引に関する事業 

(4) リース他事業………リース・レンタルに関する事業、半導体製造装置等の設置・保守サービス及び通信機

器・ＯＡ機器の製造・販売他 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（14,674百万円）の主なものは、提出会社での余裕運用

資金(現金預金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

４ 「工事契約に関する会計基準」 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度から「工事契

約に関する会計基準」を適用しております。これに伴い、従来の方法に比べ、通信建設事業では売上高が

1,155百万円増加し、営業利益は165百万円増加しております。情報サービス事業では売上高21百万円減少

し、営業利益は7百万円減少しております。また、リース他事業では売上高が58百万円減少し、営業利益は6

百万円減少しております。 

  

  

当連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)

通信建設 
事業 

(百万円)

情報
サービス 
事業 

(百万円)

住宅不動産
事業 

(百万円)

リース他
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

(1) 外部顧客に対する
売上高

58,695 3,922 1,393 6,331 70,343 ─ 70,343

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

26 0 3 1,514 1,545 △ 1,545 ─

計 58,722 3,922 1,397 7,846 71,889 △ 1,545 70,343

営業費用 58,169 3,865 1,440 7,505 70,980 △ 1,598 69,382

営業利益 552 57 △ 42 340 908 52 961

Ⅱ 資産、減価償却費、減
損損失及び資本的支出

資産 37,864 1,514 5,225 8,476 53,080 10,040 63,121

減価償却費 745 22 64 416 1,248 190 1,438

減損損失 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

資本的支出 304 83 5 246 639 177 817

-31-

日本電話施設(1956)平成22年3月期決算短信



在外連結子会社及び在外支店がないため、記載しておりません。 

  

在外連結子会社及び在外支店がないため、記載しておりません。 

  

海外売上高が、連結売上高の10％未満で重要性がないため、記載を省略しております。 

  

海外売上高が、連結売上高の10％未満で重要性がないため、記載を省略しております。 

  

リース取引関係、関連当事者情報、税効果会計関係、金融商品関係、有価証券関係、デリバティ

ブ取引関係、退職給付関係、ストック・オプション等関係、企業結合等関係及び賃貸等不動産関係

に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示

を省略しております。 

  

２ 所在地別セグメント情報

前連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)

当連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)

３ 海外売上高

前連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)

当連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)

    (開示の省略)
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（注）算定上の基礎 

１. １株当たり純資産額 

 
  

２. １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

 
  

(１株当たり情報)

前連結会計年度
（自 平成20年４月１日 

  至 平成21年３月31日）

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

  至 平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 497.63円 502.03円

１株当たり当期純利益 10.24円 9.57円

潜在株式調整後 
 １株当たり当期純利益

10.17円 9.46円

前連結会計年度
 (平成21年３月31日)

当連結会計年度 
 (平成22年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） 31,862 31,861

普通株式に係る純資産額（百万円） 29,756 29,719

差額の主な内訳（百万円）

  新株予約権 126 186

  少数株主持分 1,979 1,956

普通株式の発行済株式数（千株） 65,962 65,962

普通株式の自己株式数（千株） 6,167 6,764

１株当たり純資産額の算定に用いられた

普通株式の数（千株） 59,795 59,198

前連結会計年度 当連結会計年度

(自 平成20年４月１日 (自 平成21年４月１日

至 平成21年３月31日) 至 平成22年３月31日)

１株当たり当期純利益

 当期純利益（百万円） 613 569

 普通株主に帰属しない金額（百万円） ─ ─

 普通株式に係る当期純利益（百万円） 613 569

  普通株式の期中平均株式数（千株） 59,866 59,573

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

 当期純利益調整額（百万円） ─ ─

 普通株式増加数（千株） 401 659

    （うち新株予約権）（千株） 401 659

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

該当事項はありません 該当事項はありません
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該当事項はありません。 

 

(重要な後発事象)

   (受注・売上・受注残高の状況)

１．受 注 高

（単位：百万円）

                  前連結会計年度 当連結会計年度
        期 別 自平成20年4月 1日 自平成21年4月 1日 増減金額 対前期比

至平成21年3月31日 至平成22年3月31日 (△は減)
部門別    金額 構成比 金額 構成比

％ ％ ％ 

通信建設事業 63,162 83.1 56,261 82.5 △ 6,901 89.1

情報サービス事業 4,489 5.9 3,938 5.8 △ 550 87.7

住宅不動産事業 1,475 1.9 1,601 2.3 126 108.6

リース他事業 6,931 9.1 6,381 9.4 △ 549 92.1

計 76,058 100.0 68,183 100.0 △ 7,875 89.6

（注）記載金額は百万円未満を切捨表示してあります。

２．売 上 高

（単位：百万円）

                  前連結会計年度 当連結会計年度
        期 別 自平成20年4月 1日 自平成21年4月 1日 増減金額 対前期比

至平成21年3月31日 至平成22年3月31日 (△は減)
部門別    金額 構成比 金額 構成比

％ ％ ％ 

通信建設事業 59,559 82.0 58,695 83.4 △ 863 98.5

情報サービス事業 4,469 6.2 3,922 5.6 △ 547 87.8

住宅不動産事業 1,701 2.3 1,393 2.0 △ 307 81.9

リース他事業 6,898 9.5 6,331 9.0 △ 566 91.8

計 72,629 100.0 70,343 100.0 △ 2,285 96.9

（注）記載金額は百万円未満を切捨表示してあります。

３．受 注 残 高

（単位：百万円）

                  前連結会計年度 当連結会計年度
        期 別 自平成20年4月 1日 自平成21年4月 1日 増減金額 対前期比

至平成21年3月31日 至平成22年3月31日 (△は減)
部門別    金額 構成比 金額 構成比

％ ％ ％ 

通信建設事業 13,148 85.8 7,904 85.8 △ 5,243 60.1

情報サービス事業 136 0.9 117 0.9 △ 19 85.9

住宅不動産事業 40 0.2 248 0.2 207 612.6

リース他事業 2,004 13.1 1,982 13.1 △ 22 98.9

計 15,329 100.0 10,252 100.0 △ 5,077 66.9

（注）記載金額は百万円未満を切捨表示してあります。
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5.【個別財務諸表】

(1)【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 3,117 1,291

受取手形 68 1,096

完成工事未収入金 14,588 19,882

売掛金 493 520

有価証券 ※2 15 －

未成工事支出金 2,659 184

仕掛品 64 1

仕掛販売用不動産 1,564 318

販売用不動産 187 1,879

商品 61 54

材料貯蔵品 69 155

繰延税金資産 484 317

未収入金 226 175

その他 302 139

貸倒引当金 △31 △68

流動資産合計 23,873 25,947

固定資産

有形固定資産

建物 4,163 3,917

構築物 168 144

機械及び装置 13 28

車両運搬具 0 0

工具器具・備品 161 144

土地 5,638 5,638

リース資産 － 30

有形固定資産計 ※3 10,146 ※3 9,905

無形固定資産

ソフトウエア 506 523

電話加入権 47 47

その他 8 7

無形固定資産計 562 578

投資その他の資産

投資有価証券 6,378 6,454

関係会社株式 2,599 2,599

長期貸付金 37 10

従業員に対する長期貸付金 1 －

関係会社長期貸付金 897 598

破産債権、更生債権等 10 80

長期前払費用 72 63

繰延税金資産 1,321 1,210

その他 699 716

貸倒引当金 △30 △80

投資その他の資産計 11,987 11,653

固定資産合計 22,696 22,137

資産合計 46,570 48,085
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形 － 276

工事未払金 ※1 5,148 ※1 8,078

買掛金 ※1 176 ※1 1,460

短期借入金 2,600 948

1年内返済予定の長期借入金 2,226 1,726

リース債務 2 9

未払金 219 165

未払費用 354 325

未払法人税等 65 156

未払消費税等 326 85

未成工事受入金 26 117

未成業務受入金 2 8

預り金 108 100

前受収益 19 16

賞与引当金 705 584

役員賞与引当金 36 30

工事損失引当金 94 13

その他 7 7

流動負債合計 12,119 14,110

固定負債

長期借入金 5,493 5,466

リース債務 6 23

退職給付引当金 3,513 3,538

長期未払金 839 489

その他 379 363

固定負債合計 10,232 9,880

負債合計 22,351 23,990

純資産の部

株主資本

資本金 5,676 5,676

資本剰余金

資本準備金 4,425 4,425

資本剰余金合計 4,425 4,425

利益剰余金

利益準備金 1,419 1,419

土地圧縮積立金 106 106

建物圧縮積立金 306 291

別途積立金 12,428 12,428

繰越利益剰余金 1,118 968

利益剰余金合計 15,378 15,213

自己株式 △2,023 △2,170

株主資本合計 23,456 23,144

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 635 763

評価・換算差額等合計 635 763

新株予約権 126 186

純資産合計 24,218 24,094

負債純資産合計 46,570 48,085
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(2)【損益計算書】

(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

売上高

完成工事高 52,081 52,866

兼業事業売上高 3,632 2,937

売上高合計 55,714 55,803

売上原価

完成工事原価 ※2 46,860 ※2, ※7 48,596

兼業事業売上原価 2,913 2,230

売上原価合計 49,773 50,826

売上総利益

完成工事総利益 5,220 4,269

兼業事業総利益 719 706

売上総利益合計 5,940 4,976

販売費及び一般管理費 ※1 4,774 ※1 4,464

営業利益 1,166 512

営業外収益

受取利息 27 17

有価証券利息 41 24

受取配当金 ※2 251 ※2 230

不動産賃貸料 ※2 216 ※2 256

その他 130 98

営業外収益合計 667 627

営業外費用

支払利息 117 108

支払手数料 42 2

賃貸費用 106 170

その他 25 34

営業外費用合計 291 316

経常利益 1,542 823

特別利益

前期損益修正益 ※3 1 ※3 2

投資有価証券売却益 4 －

貸倒引当金戻入額 2 1

工事契約会計基準の適用に伴う影響額 － ※6 110

その他 － 0

特別利益合計 8 114

特別損失

前期損益修正損 ※4 4 ※4 4

固定資産処分損 ※5 286 ※5 11

投資有価証券評価損 333 78

ゴルフ会員権評価損 － 22

その他 5 －

特別損失合計 630 117

税引前当期純利益 920 820

法人税、住民税及び事業税 101 175

法人税等調整額 252 209

法人税等合計 354 384

当期純利益 566 436
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(3)【株主資本等変動計算書】

(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 5,676 5,676

当期末残高 5,676 5,676

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 4,425 4,425

当期末残高 4,425 4,425

資本剰余金合計

前期末残高 4,425 4,425

当期末残高 4,425 4,425

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 1,419 1,419

当期末残高 1,419 1,419

その他利益剰余金

建物圧縮積立金

前期末残高 322 306

当期変動額

建物圧縮積立金の取崩 △16 △15

当期変動額合計 △16 △15

当期末残高 306 291

土地圧縮積立金

前期末残高 106 106

当期末残高 106 106

別途積立金

前期末残高 12,428 12,428

当期末残高 12,428 12,428

繰越利益剰余金

前期末残高 1,147 1,118

当期変動額

剰余金の配当 △601 △598

当期純利益 566 436

建物圧縮積立金の取崩 16 15

自己株式の処分 △9 △3

当期変動額合計 △28 △150

当期末残高 1,118 968

利益剰余金合計

前期末残高 15,423 15,378

当期変動額

剰余金の配当 △601 △598

当期純利益 566 436

建物圧縮積立金の取崩 － －

自己株式の処分 △9 △3

当期変動額合計 △44 △165

当期末残高 15,378 15,213
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

自己株式

前期末残高 △1,900 △2,023

当期変動額

自己株式の取得 △175 △164

自己株式の処分 52 18

当期変動額合計 △123 △146

当期末残高 △2,023 △2,170

株主資本合計

前期末残高 23,625 23,456

当期変動額

剰余金の配当 △601 △598

当期純利益 566 436

自己株式の取得 △175 △164

自己株式の処分 42 14

当期変動額合計 △168 △312

当期末残高 23,456 23,144

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 1,341 635

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△706 128

当期変動額合計 △706 128

当期末残高 635 763

評価・換算差額等合計

前期末残高 1,341 635

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△706 128

当期変動額合計 △706 128

当期末残高 635 763

新株予約権

前期末残高 91 126

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 35 59

当期変動額合計 35 59

当期末残高 126 186

純資産合計

前期末残高 25,058 24,218

当期変動額

剰余金の配当 △601 △598

当期純利益 566 436

自己株式の取得 △175 △164

自己株式の処分 42 14

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △671 188

当期変動額合計 △839 △123

当期末残高 24,218 24,094
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該当事項はありません。 

  

(4)【継続企業の前提に関する注記】

(5)【重要な会計方針】

項目 前事業年度 当事業年度

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式及び関連会社株式

 移動平均法による原価法

その他有価証券

 時価のあるもの

 …決算期末日の市場価格等に基づく

時価法

 (評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定)

子会社株式及び関連会社株式

 同左

その他有価証券

 時価のあるもの

 …同左

 

 時価のないもの

 …移動平均法による原価法

 時価のないもの

 …同左

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

未成工事支出金

個別法による原価法

仕掛品

個別法による原価法（収益性の低

下による簿価切下げの方法により

算定）

商品

移動平均法による原価法（収益性

の低下による簿価切下げの方法に

より算定）

材料貯蔵品

移動平均法による原価法（収益性

の低下による簿価切下げの方法に

より算定）

仕掛販売用不動産

個別法による原価法（収益性の低

下による簿価切下げの方法により

算定）

販売用不動産

個別法による原価法（収益性の低

下による簿価切下げの方法により

算定）

（会計方針の変更）

当事業年度から「棚卸資産の評価

に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成18年７月５日 企

業会計基準第９号）を適用し評価

基準については原価法から原価法

（収益性の低下による簿価切下げ

の方法）に変更しております。 

 当該変更に伴う損益に与える影

響は軽微であります。

未成工事支出金

同左

仕掛品

同左 

  

 

商品

同左 

  

 

材料貯蔵品

同左 

  

 

仕掛販売用不動産

同左 

  

 

販売用不動産

同左 
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項目 前事業年度 当事業年度

３ 固定資産の減価償却の方

法

 

有形固定資産

 定率法

  なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。

建物 ７年～50年

 リース資産

所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法

 

有形固定資産（リース資産を除く）

 定率法  

 なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。

建物 ７年～50年

リース資産

同左 

  

 

 

無形固定資産

 定額法

ただし、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法。

無形固定資産

同左

４ 引当金の計上基準 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上

しております。

貸倒引当金

同左

賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基

づき計上しております。

賞与引当金

同左

役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づ

き計上しております。

役員賞与引当金

同左

工事損失引当金

当事業年度末未成工事のうち、損

失の発生が見込まれるものについ

て、将来の損失に備えるため、そ

の損失見込額を計上しておりま

す。

工事損失引当金

同左
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項目 前事業年度 当事業年度

退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当事業年度末に発生してい

ると認められる額を計上しており

ます。

 過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定率法

により費用処理しております。

 数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(12年)による定額

法によりそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理しております。

退職給付引当金

同左

 

 

５ 完成工事高の計上基準  完成工事高の計上は、工事完成

基準によっておりますが、長期大

型(工期１年以上、請負金額４億円

以上)の工事については、工事進行

基準によっております。なお、当

事業年度において工事進行基準に

よる完成工事高は80百万円であり

ます。

 完成工事高の計上は、当事業年

度末までの進捗部分について成果

の確実性が認められる工事契約に

ついては工事進行基準を適用し、

その他の工事契約については、工

事完成基準を適用しております。

なお、工事進行基準における進捗

度の見積りは、主として原価比例

法によっております。

６ ヘッジ会計の方法  特例処理の要件を満たす金利ス

ワップ取引については、特例処理

を採用しております。

 特例処理の要件を満たす金利ス

ワップ取引については、特例処理

を採用しております。また、一体

処理（特例処理・振当処理）の要

件を満たす金利通貨スワップにつ

いては、一体処理を採用しており

ます。

７ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

 税抜方式。

 同左
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(6)【重要な会計方針の変更】

前事業年度 当事業年度

（リース取引に関する会計基準）

 当事業年度から「リース取引に関する会計基準」
（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業審議
会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リー
ス取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準
適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士
協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））
を適用しております。 
 当該変更に伴う損益に与える影響は軽微でありま
す。

──────────

────────── (工事契約に関する会計基準の変更)

 請負工事に係る収益の計上基準については、従来、

長期大型工事（工期１年以上、請負金額４億円以上）

について工事進行基準を、その他の工事については工

事完成基準を適用しておりましたが、当事業年度から

「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号

平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19

年12月27日）を適用し、期首に存在する工事契約を含

む全ての工事契約において期末までの進捗部分につい

て成果の確実性が認められる工事については工事進行

基準（工事進捗率の見積りは主として原価比例法）

を、その他の工事については工事完成基準を適用して

おります。 

 これにより、従来の方法によった場合に比べ、完成

工事高は1,179百万円増加し、営業利益及び経常利益が

167百万円増加し、税金等調整前当期純利益が278百万

円増加しております。

────────── (退職給付に係る会計基準の一部改正（その３）の適

用)

 当事業年度から「退職給付に係る会計基準の一部改

正（その３）」（企業会計基準第19号 平成20年７月

31日）を適用しております。 

 当該変更に伴う損益に与える影響はありません。

【表示方法の変更】

前事業年度 当事業年度

────────── （損益計算書）

 前事業年度において特別損失「その他」に含めて表

示しておりました「ゴルフ会員権評価損」（前事業年

度0百万円）は、特別損失の総額の100分の10を超える

こととなったため、当事業年度において区分掲記する

ことといたしました。
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(7)【個別財務諸表に関する注記事項】

(貸借対照表関係)

前事業年度 当事業年度

※１ このうち関係会社に対するものは、次のとおりで

あります。

工事未払金及び買掛金 3,531百万円

※１ このうち関係会社に対するものは、次のとおりで

あります。

工事未払金及び買掛金 3,219百万円

※２ 担保提供資産

営業保証金の代用として有価証券15百万円を供託

しております。

──────────

※３ 減価償却累計額 7,276百万円 ※３ 減価償却累計額 7,683百万円

 ４ 下記の銀行借入金について保証を行っておりま

す。

社員の住宅資金等の借入につい
て保証を行っております。

5百万円

 ４ 下記の銀行借入金について保証を行っておりま

す。

社員の住宅資金等の借入につい
て保証を行っております。

3百万円
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(損益計算書関係)

前事業年度 当事業年度

 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。また、その販売費と一般管理

費の割合は、販売費37.9％、一般管理費62.1％であ

ります。

従業員給料手当 1,976百万円

賞与引当金繰入額 182

退職給付費用 233

法定福利費 251

貸倒引当金繰入額 12

通信交通費 256

減価償却費 184

役員賞与引当金繰入額 36

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。また、その販売費と一般管理

費の割合は、販売費35.9％、一般管理費64.1％であ

ります。

従業員給料手当 1,879百万円

賞与引当金繰入額 136

退職給付費用 225

法定福利費 231

貸倒引当金繰入額 75

通信交通費 238

減価償却費 236

役員賞与引当金繰入額 30

福利厚生費 230

※２ 関係会社との取引にかかるものが次のとおり含ま

れております。

外注費(完成工事原価) 25,314百万円

受取配当金 88

不動産賃貸料 182

※２ 関係会社との取引にかかるものが次のとおり含ま

れております。

外注費(完成工事原価) 24,029百万円

受取配当金 88

不動産賃貸料 201

※３ 前期損益修正益の内訳は、次のとおりでありま

す。

過年度工事支払額修正 0百万円

過年度工事請負額修正 0

計 1

※３ 前期損益修正益の内訳は、次のとおりでありま

す。

過年度工事支払額修正 0百万円

過年度工事請負額修正 1

計 2

※４ 前期損益修正損の内訳は、次のとおりでありま

す。

過年度工事支払額修正 1百万円

過年度工事請負額修正 2

計 4

※４ 前期損益修正損の内訳は、次のとおりでありま

す。

過年度工事支払額修正 2百万円

過年度工事請負額修正 1

計 4

 

※５ 固定資産処分損の内訳は、次のとおりでありま

す。

建物・構築物 33百万円

工具器具・備品 2

ソフトウエア 250

計 286
 

※５ 固定資産処分損の内訳は、次のとおりでありま

す。

建物・構築物 10百万円

工具器具・備品 0

計 11

※６ 工事契約会計基準の適用に伴う影響額は「工事

契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号

平成19年12月27日）第25項に基づき、平成21年４

月１日時点で存在するすべての工事契約について

同会計基準を適用したことによる過年度の工事の

進捗に見合う利益であります。なお、過年度の工

事進捗に対応する工事収益の額及び工事原価の額

は、それぞれ2,695百万円及び2,585百万円であり

ます。

※７ 売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額 

                  13百万円
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（注）普通株式の自己株式数の増加605千株は、取締役会決議による自己株式取得による増加562千株、単元未満株式

の買取による増加43千株であります。  

普通株式の自己株式の減少155千株は、新株予約権等の行使による減少140千株、単元未満株式の売渡しによる

減少15千株であります。 

 
（注）普通株式の自己株式数の増加650千株は、取締役会決議による自己株式取得による増加628千株、単元未満株式

の買取による増加22千株であります。  

普通株式の自己株式の減少54千株は、新株予約権等の行使による減少51千株、単元未満株式の売渡しによる減

少3千株であります。 

  

決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

  

前事業年度(自平成20年４月１日 至平成21年３月31日)及び当事業年度(自平成21年４月１日 至

平成22年３月31日)における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日）

 自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(千株） 5,638 605 155 6,088

当事業年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日）

 自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(千株） 6,088 650 54 6,683

(リース取引関係)

(有価証券関係)
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 （注）算定上の基礎 

   １．１株当たり純資産額 

 
  

   ２．１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

 
  

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報)

前事業年度 当事業年度

１株当たり純資産額 402.36円 １株当たり純資産額 403.32円

１株当たり当期純利益 9.44円 １株当たり当期純利益 7.31円

潜在株式調整後 
 １株当たり当期純利益

9.37円
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

7.23円

前 事 業 年 度
(平成21年３月31日)

当 事 業 年 度 
(平成22年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） 24,218 24,094

普通株式に係る純資産額（百万円） 24,091 23,908

差額の主な内訳（百万円）

  新株予約権 126 186

普通株式の発行済株式数（千株） 65,962 65,962

普通株式の自己株式数（千株） 6,088 6,683

１株当たり純資産額の算定に用いられた

普通株式の数（千株） 59,874 59,279

前 事 業 年 度 当 事 業 年 度

(自 平成20年４月１日 (自 平成21年４月１日

至 平成21年３月31日） 至 平成22年３月31日）

１株当たり当期純利益

 当期純利益（百万円） 566 436

 普通株主に帰属しない金額（百万円） ─ ─

  普通株式に係る当期純利益（百万円） 566 436

  普通株式の期中平均株式数（千株） 59,945 59,653

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

 当期純利益調整額（百万円） ─ ─

 普通株式増加数（千株） 401 659

    （うち新株予約権）（千株） 401 659

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概
要

該当事項なし 該当事項なし

(重要な後発事象)
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   (受注・売上・受注残高の状況)

1．受 注 高

(単位：百万円)

前事業年度 当事業年度

増減金額
対前期比

     期 別 自平成20年4月 1日 自平成21年4月 1日

至平成21年3月31日 至平成22年3月31日 （△は減）

 部 門 別 金額 構成比 金額 構成比

％ ％ ％

通信建設事業 56,348 94.2 50,104 94.1 △ 6,244 88.9

住宅不動産事業 1,366 2.3 1,526 2.9 159 111.6

その他事業 2,092 3.5 1,616 3.0 △ 476 77.2

計 59,808 100.0 53,246 100.0 △ 6,562 89.0

（注）記載金額は百万円未満を切捨表示してあります。

２．売 上 高

(単位：百万円)

前事業年度 当事業年度

増減金額
対前期比

     期 別 自平成20年4月 1日 自平成21年4月 1日

至平成21年3月31日 至平成22年3月31日 （△は減）

 部 門 別 金額 構成比 金額 構成比

％ ％ ％

通信建設事業 52,081 93.5 52,866 94.7 784 101.5

住宅不動産事業 1,616 2.9 1,318 2.4 △ 297 81.6

その他事業 2,016 3.6 1,618 2.9 △ 398 80.3

計 55,714 100.0 55,803 100.0 88 100.2

（注）記載金額は百万円未満を切捨表示してあります。

３．受 注 残 高

(単位：百万円)

前事業年度 当事業年度

増減金額
対前期比

     期 別 自平成20年4月 1日 自平成21年4月 1日

至平成21年3月31日 至平成22年3月31日 （△は減）

 部 門 別 金額 構成比 金額 構成比

％ ％ ％

通信建設事業 12,668 98.8 7,283 96.2 △ 5,384 57.5

住宅不動産事業 40 0.3 248 3.3 207 612.6

その他事業 114 0.9 39 0.5 △ 75 34.2

計 12,822 100.0 7,570 100.0 △ 5,252 59.0

（注）記載金額は百万円未満を切捨表示してあります。
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(注)減価償却費の( )内は、全社分の再掲である。 

 
① 売上高は、通信建設事業では、大型案件施工中のNTT以外工事の増加はありましたが、家庭向け
光ファイバ工事の伸び率の低下、NTTアクセス工事の減少があり、前期比1.5%の減少となりまし
た。一方、情報サービス事業、住宅不動産事業及びリース他事業では、設備投資・個人消費の冷え
込み、企業の経費削減や見直しの影響を受け前期比10.8%の減少となり、全体として、前期比3.1%
の減収となりました。 

② 利益面では、通信建設事業が競争激化に伴う受注価格低下の影響から、リース他事業での改善が
あったものの、営業利益と経常利益は大幅な減少となりました。ただ、当期純利益は、固定資産・
投資資産等からの損失の発生はなく、前期比7.0%の減益に留まりました。  

  

補足資料

決算短信補足資料(連結)

     １ 業績の推移(実績) (単位：百万円)

期      別 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益

 平成22年３月期（第56期） 70,343 961 1,204 569

 平成21年３月期（第55期） 72,629 1,752 1,974 613

 平成20年３月期（第54期） 71,890 1,739 2,125 977

 平成19年３月期（第53期） 71,606 1,821 2,017 1,305

 平成18年３月期（第52期） 66,615 1,763 2,004 624

     ２ 次期業績の予想(平成２３年３月期・第５７期) (単位：百万円)

期      別 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益

 第２四半期連結累計期間 
(平成２２年９月)

30,000 300 450 250

 通   期 
(平成２３年３月期)

67,500 1,200 1,400 700

     ３ 次期売上高予想の種類別セグメント内訳(平成２３年３月期・第５７期) (単位：百万円)

セ グ メ ン ト 別
売  上  高

上  期 下 期 通  期

通 信 建 設 事 業 24,500 31,000 55,500

情報サービス事業 1,800 2,200 4,000

住宅不動産事業 800 1,100 1,900

リ ー ス 他 事 業 2,900 3,200 6,100

合      計 30,000 37,500 67,500

     ４ 資本的支出および減価償却費の実績と計画 (単位：百万円)

期  別
通信建設 情報サービス 住宅不動産 リース他

全社分
資本的支出

減価償却費
事    業 事     業 事     業 事   業 合      計

平成23年３月期 400 50 10 240 150 850 1,500(200)

平成22年３月期 305 83 5 246 178 817 1,438(190)

平成21年３月期 871 40 13 254 187 1,367 1,859(157)

     ５ 当期業績に至る主要因等
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